
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 2,000.0 2,100.0 2,200.0 2,300.0 目標値 11000.0 11250.0 11500.0 11500.0

取組目標値 取組目標値

実績値 1,978.0 実績値 10859.0

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

目標値 281.0 284.0 287.0 290.0 目標値 27.5 28.3 29.1 30.0

取組目標値 取組目標値

実績値 277.0 実績値 27.0

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④今年度末の施策目的の達成度予測

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

更新日：

事務事業所管部局長
（幹事部局） 教育長　鴨木　朗 0852-22-5401

社会教育関係者の年間養
成・育成（延べ研修参加
者）人数

人 県立図書館のレファレン
ス年間受付件数

①施策の目的等

施策の名称

施策評価シート 評価実施年度： 平成２８年度

件

施策Ⅲ－2－1　生涯を通じた学習と社会貢献活動の推進

２８年度の施策目的
の達成度予測

Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる（見直す
点がある）
Ｃ達成は困難

○社会教育研修センターが実施する研修については、平成27年度から、社会教育委員、公民館等職員、市町村教育担当者等の対象者別研修と
し、研修参加者アンケートの満足度が向上しており、研修者の増加につながると見込める。
○図書館では、情報システムを更新しレファレンス機能の強化を図ったことから、県民が生涯を通じた学習に取り組みやすくなりつつある。
○県民のボランティア参加率の向上を目指し、今後「県民いきいき広場」での情報提供の充実や、街頭キャンペーンの実施を予定しており、多
くの県民が社会貢献活動に参加しやすくなる。
○公民館などにおいても地域住民のニーズ合った学習機会が提供され充実しているが、今後は社会教育の拠点である公民館等の職員に対する資
質・能力がますます求められる。
○県民向けのNPO入門講座の開催や、法人設立をめざす方への相談事業を継続することによりNPO法人数は着実に増えているが、解散する
NPO法人が増加傾向にある。

B

判断 その理由

目的
○県民一人ひとりが自主的・主体的に生涯を通じた学習に取り組むとともに、その学習の成果が社会生活に生かされる生涯学習社会を目指します。
○多くの県民が、地域課題の解決に向けた様々な社会貢献活動に、積極的に参加しやすい環境づくりを目指します。

数値目標

○社会教育実践者の養成（延べ研修参加者）人数は、平成27年度は1,978人であった。
○少年自然の家の主な利用は小学校の宿泊体験研修で、利用者は28,442人、青少年の家は小学校、高等学校の利用割合が約47％で、利用者は48.890人であった。
○平成27年度の図書館のレファレンス（図書・資料の検索・調査、提供）件数は10,859件であった。
○平成28年5月に県立図書館の「ビジネス・就業支援コーナー」の機能強化を図るため、「市場情報評価ナビMieNa（ミーナ）」を導入し、図書館サービスを充実させた。
○平成27年度の新規のNPO法人認証数は、１３法人で2年ぶりの2ケタとなったが、解散法人数が過去最も多い9法人となったために、年度中は4法人の増加となった。県内
のNPO法人が解散する主な原因としては、法人の事業経営上の問題や後継者の不在、法人内のトラブルなどで、県では、しまね県民活動支援センターと連携してセミナーを
開催するなどして解散数が減少するよう取り組んでいる。
○県民活動応援サイト「島根いきいき広場」において、ボランティア情報の提供を行っている。ボランティア活動に参加している人の割合は、26年度に比べ増加した。

定性目標
平成28年度～平成31年度

　

NPO法人の認証数（累
計）

法人 ボランティア活動に参加
している人の割合

％

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・デー
タなどに基づいた施
策の現状や取組状
況）

数値目標

2017/1/18 16:52

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

○社会教育の拠点である公民館等の職員に対する資質・能力はますます求められるようになり、より一層の向上を目指した研修を実施する必要があ
る。
○図書館では、レファレンスサービスが県民に十分認知され活用されている状況とは言えないことから、レファレンスサービスについての情報発信が
必要であるとともに、担当職員の育成及びレベルアップの必要がある。
○特に、「市場情報評価ナビMieNa（ミーナ）」を導入し、機能強化を図った「ビジネス・就業支援コーナー」の周知を図っていく必要がある。
○県民向けのNPO法人の設立に関する講座、NPO法人向けの活動基盤強化に向けた各種研修、相談事業などを引き続き実施するが、ここ数年、解散法
人数が増加傾向にある。
○県民のボランティア参加率を向上させるためにボランティア情報を充実させることが必要。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

○社会教育研修センターにおいては、今後、社会教育の拠点としての重要性が増す公民館等の職員を対象とした研修について、職員に求められる資
質・能力が十分に身につくように研修の充実を図るとともに、公民館においても、地域課題解決型の学習機会を提供することで、地域住民の当事者意
識を高め、学習の成果を地域に還元するきっかけを作るような取組みを進める。また、図書館では、公共図書館職員、学校図書館職員などを対象とし
た研修を更に充実するとともに、情報システムを有効活用し、レファレンス（図書・資料の検索・調査、提供）機能の一層の強化と周知を図ってい
く。

○NPOが自主的、主体的な活動を実施できるよう、しまね県民活動支援センターの機能を活用して、法人に対する助成金などの情報提供や各研修の実
施、各団体への働きかけなどを実施するとともに、法人運営上の課題に対応するため、専門相談員による相談事業を行うなど、解散法人数が減少する
よう取り組んでいく。また、県民のボランティア参加率が向上するよう、県内のNPO法人、しまね県民活動支援センター、島根県社会福祉協議会など
と連携し、県民に対するボランティア情報の提供を充実させていく。



（単位：千円）

1
活動団体の自立促進と活性化
事業

地域課題の解決に自主的、自発的に取り組む団体の活動が活発化し、より良い地域
づくりが展開できるようにする。

44,918 46,694
環境生活総
務課

2 社会教育研修センター事業
市町村社会教育担当者をはじめ公民館や社会教育施設の職員、ＮＰＯ関係者、各種コーディネーター、ＰＴＡ指導者などを対象に、社会

教育や「学社連携・融合」に関する学習支援プログラムなど即戦力を養いかつ専門的スキルを習得するための研修プログラムを開発・実

施し、提供することにより、社会教育施設における学習支援機能の充実を図る。
11,740 12,158 社会教育課

3 青少年の家事業
体験活動を通し、青少年の健全育成に資する。様々な年齢層や学習ニーズに対応し
た研修プログラムの提供及び発表する場の提供。

96,450 98,618 社会教育課

4 少年自然の家事業
小学生を中心とした子どもたちに、江津市の浅利富士の林間の自然を活用した多面的な体験活動プログラムや交
流の機会、宿泊研修等の場を提供することにより、心身の健全な育成を図る。 68,249 68,272 社会教育課

5 県立図書館事業
①県民が抱える課題を解決するための支援機関として、レファレンス機能の向上を図る。
②未就学児への家庭での読み聞かせなど、子どもの読書環境の充実を図る。 116,626 125,586 社会教育課

6 生涯学習総合推進事業
生涯学習社会をめざし、社会教育委員の会・生涯学習審議会の開催、生涯学習推進
構想の策定など、生涯学習推進の体制を整備する。

536 712 社会教育課

7
社会教育関係団体活性化事
業

社会教育関係団体に対する補助金や表彰により、社会教育関係団体の活動の活性
化を図る。

814 35 社会教育課

8 しまね社会貢献基金事業
県民や企業から募った寄附金や県拠出金で基金を造成し、活動団体への助成事業や、協働を推進する事業の実施することにより、ＮＰ

Ｏ法人や社会貢献活動を行う市民活動団体の活動を支援し、県内の社会貢献活動のより一層の推進を図る。 13,405 26,048
環境生活総
務課
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施策評価シート別紙２（事務事業一覧）

施策Ⅲ－2－1　生涯を通じた学習と社会貢献活動の推進施策の名称

所管課名
前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費


